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11 月 23 日は「勤労感謝の日」です。本格的な人口減少社会の到来を迎え，少子高齢化を背

景に労働力人口が減少しつつある中，女性や高齢者等の活躍推進のための様々な政策が課題と

なっています。 

総務省統計局では，特に女性や高齢者の就業状況について，平成 24 年就業構造基本調査の

結果を取りまとめました。 

 

１ 15～64歳人口（生産年齢人口）の就業状況（概況） 

○ 15～64歳人口（生産年齢人口）は減少しているものの有業率は上昇 

○ 平成 24 年 10 月１日現在の 15 歳以上人口（１億 1081 万５千人）のうち 15～64 歳人口（生

産年齢人口）は 8002 万７千人となっており，24 年以降いわゆる「団塊の世代」が 65 歳に

達し始めたことなどから，19 年と比べると，281 万５千人の減少となっています。 

○ これをふだんの就業状態別にみると，有業者は 5786 万７千人，無業者は 2216 万人となっ

ています。また，15～64 歳の有業者は 197 万人（3.3％）の減少，無業者も 84 万５千人（3.7％）

の減少となっています。（表１） 

○ 一方，15～64 歳の有業率（15～64 歳人口に占める有業者の割合）は，0.1 ポイントの上

昇となっています。特に 15～64 歳女性の有業率は 1.4 ポイントの上昇となっています。 

（表１） 

 

表１ 男女，就業状態別15歳以上人口及び15～64歳人口（生産年齢人口）－平成19年，24年－ 

統計トピックスNo.74 

女性・高齢者の就業状況 
―「勤労感謝の日」にちなんで― 

平成 24 年就業構造基本調査の結果から 

（千人，％，ポイント）

就業状態

男女

15～64歳人口
(生産年齢人口)

(b)

15～64歳
(d)

15～64歳
15～64歳
(d)/(b)

平成24年 110,815.1 80,026.8 64,420.7 57,867.0 46,394.4 22,159.6 58.1 72.3

平成19年 110,301.5 82,841.6 65,977.5 59,837.3 44,324.0 23,004.5 59.8 72.2

平成24年 53,413.2 40,240.7 36,744.5 32,766.9 16,668.7 7,473.9 68.8 81.4

平成19年 53,282.5 41,582.9 38,174.8 34,380.7 15,107.8 7,202.0 71.6 82.7

平成24年 57,401.9 39,786.0 27,676.2 25,100.3 29,725.7 14,685.8 48.2 63.1

平成19年 57,018.9 41,258.8 27,802.7 25,456.4 29,216.2 15,802.4 48.8 61.7

実数 513.6 -2,814.8 -1,556.8 -1,970.3 2,070.4 -844.9 - - 

増減率 0.5 -3.4 -2.4 -3.3 4.7 -3.7 -1.7 0.1
実数 130.7 -1,342.2 -1,430.3 -1,613.8 1,560.9 271.9 - - 

増減率 0.2 -3.2 -3.7 -4.7 10.3 3.8 -2.8 -1.3
実数 383.0 -1,472.8 -126.5 -356.1 509.5 -1,116.6 - - 

増減率 0.7 -3.6 -0.5 -1.4 1.7 -7.1 -0.6 1.4
注） 有業率の増減は,平成24年と19年の有業率のポイント差を記載。
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２ 女性の就業状況 

(1) 就業状態の推移 

○ 女性の有業率は25～39歳及び50～64歳の各年齢階級で上昇 

○  15～64 歳女性の就業状態の推移をみると，有業者は昭和 62 年から平成９年まで一貫して

増加し，14 年には減少に転じ，19 年は増加したものの，前述のとおり，24 年以降いわゆる

「団塊の世代」が 65 歳に達し始めたことなどから，24 年には 2510 万人と再び減少に転じ

ました。また，無業者は昭和 62 年から一貫して減少しています。（図１） 

○ 女性の有業率は昭和 62 年から平成９年まで上昇し，14 年には低下に転じたものの，19

年，24 年と上昇が続いています。（図１） 

○  その有業率を年齢階級別に平成 19 年と比べると，25～39 歳及び 50～64 歳の各年齢階級

で上昇しています。特に「30～34 歳」が 4.7 ポイント上昇し，いわゆるＭ字型カーブの底

が「30～34 歳」から「35～39 歳」に移行しています。（図２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図２ 女性の年齢階級別有業率（15～64 歳）－平成 19 年，24 年－ 

 

図１ 女性の有業者数及び無業者数の推移（15～64 歳）－昭和 62 年～平成 24 年－ 
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(2) 「夫婦と子供のいる世帯」の妻の就業状態 

○ 子供を持つ女性の有業率は25～39歳の各年齢階級で上昇 

○ 女性の有業率が示すＭ字型カーブ（２ページ参照）の底 

である 30 歳代とその前後の年齢階級（25～44 歳）につい 

て，「夫婦と子供のいる世帯」（※１）の妻の有業率を年齢階 

級別にみると，年齢階級が高くなるほど有業率も高くなり， 

「40～44 歳」では 66.2％となっています。（図３） 

○  平成 19 年と比べると，「25～29 歳」で 6.6 ポイント，  

「30～34 歳」で 6.2 ポイント，「35～39 歳」で 2.6 ポイン 

ト上昇している一方，「40～44 歳」では 1.7 ポイントの低 

下となっています。（図３） 

 

 

(3) 出産・育児と就業希望 

○ 就業を希望しているが「出産・育児のため」求職活動をしていない女性は 

113万４千人 

○ 15～64歳女性の無業者（1468万６千人）について，就業希望の有無，求職活動の有無別

にみると，就業希望者は590万人２千人，うち非求職者（求職活動をしていない人）は344

万７千人となっています。（表２） 

○ その非求職者について，非求職理由別にみると，「出産・育児のため」が113万４千人と

最も多く，非求職者に占める割合は32.9％となっています。（表２） 

○  「出産・育児のため」求職活動をしていない女性について，年齢階級別にみると，「35

～39歳」が35万人と最も多く，次いで「30～34歳」（34万６千人）などとなっています。

一方，非求職者に占める割合をみると「30～34歳」が71.7％と最も高くなっています。 

（表３） 

表２ 女性の就業希望の有無，求職活動の有無，非求職理由別無業者数及び割合（15～64歳）－平成24年－ 

 

表３ 女性の年齢階級別非求職理由が「出産・育児のため」である非求職者及び割合（15～64歳）－平成24年－ 

図３ 妻の年齢階級別有業率 

（夫婦と子供のいる世帯） 

－平成 19 年，24 年－ 

 (％) 

（※１）ここで｢夫婦と子供のいる世帯｣とは，「夫婦と子供から成る世帯」，「夫婦，子供と両親から成る世帯」及び 

「夫婦，子供とひとり親から成る世帯」をいいます。 
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無業者 14,685.8 5,902.2 3,447.2 199.5 173.5 105.1 1,133.8 185.4 346.7 56.8 243.5 74.2 501.0 415.6

非求職者に占め
る割合

- - 100.0 5.8 5.0 3.0 32.9 5.4 10.1 1.6 7.1 2.2 14.5 12.1

総数

うち就業
希望者 うち非求

職者

（千人，％）
年齢

非求職理由

非求職者 3,447.2 432.0 309.3 482.8 592.4 480.4 296.2 854.1

　うち出産・育児のため 1,133.8 59.3 197.4 346.3 350.4 157.2 19.1 4.1

非求職者に占める割合 32.9 13.7 63.8 71.7 59.1 32.7 6.4 0.5
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(4) 都道府県別育児をしている女性（25～44歳）の有業率 

○  25～44歳の育児をしている女性の有業率が高いのは，島根県，山形県， 

福井県など 

○ 今回の調査（平成24年）では，初めて育児と就業の関係を調査しましたが，女性の有業

率が示すＭ字型カーブ（２ページ参照）の底である30歳代とその前後の年齢階級（25～44

歳）について，その25～44歳の育児をしている（※２）女性の有業率を都道府県別にみる

と，島根県（74.8％）が最も高く，次いで山形県（72.5％），福井県（72.1％），鳥取県（71.8％），

富山県（68.3％）などの順となっています。（表４，図４） 
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 (※２) 「育児をしている」とは，未就学児（小学校入学前の幼児）を対象とした育児をいいます。 

（千人，％）

全国 5488.7 2875.5 2613.1 52.4   三重県 78.5 45.8 32.7 58.3
  北海道 218.3 105.3 113.0 48.2   滋賀県 71.8 36.0 35.8 50.1
  青森県 46.3 30.7 15.6 66.3   京都府 119.5 62.6 56.9 52.4
  岩手県 45.7 29.4 16.4 64.3   大阪府 387.5 181.1 206.3 46.7
  宮城県 96.2 51.0 45.3 53.0   兵庫県 257.0 111.1 145.8 43.2
  秋田県 36.2 24.6 11.5 68.0   奈良県 59.0 27.6 31.3 46.8
  山形県 42.9 31.1 11.8 72.5   和歌山県 37.9 20.1 17.8 53.0
  福島県 69.9 39.7 30.3 56.8   鳥取県 25.2 18.1 7.1 71.8
  茨城県 117.7 63.1 54.6 53.6   島根県 27.8 20.8 6.9 74.8
  栃木県 87.3 47.6 39.6 54.5   岡山県 87.2 49.4 37.6 56.7
  群馬県 80.8 50.0 30.9 61.9   広島県 131.8 69.4 62.3 52.7
  埼玉県 328.1 152.2 175.9 46.4   山口県 52.4 26.7 25.6 51.0
  千葉県 280.4 131.0 149.2 46.7   徳島県 32.2 19.9 12.3 61.8
  東京都 567.5 283.5 284.0 50.0   香川県 43.2 26.9 16.3 62.3
  神奈川県 400.2 164.3 235.8 41.1   愛媛県 54.4 29.9 24.5 55.0
  新潟県 90.0 58.6 31.4 65.1   高知県 29.7 19.8 9.9 66.7
  富山県 43.5 29.7 13.9 68.3   福岡県 232.0 121.9 110.0 52.5
  石川県 48.7 33.2 15.6 68.2   佐賀県 33.6 21.5 12.4 64.0
  福井県 33.0 23.8 9.1 72.1   長崎県 56.9 34.5 22.4 60.6
  山梨県 31.6 19.2 12.3 60.8   熊本県 79.4 52.3 27.1 65.9
  長野県 81.6 48.4 33.1 59.3   大分県 51.7 29.0 22.8 56.1
  岐阜県 86.2 46.6 39.6 54.1   宮崎県 51.0 34.1 16.9 66.9
  静岡県 158.0 83.8 74.2 53.0   鹿児島県 71.8 42.9 28.9 59.7
  愛知県 346.8 176.8 170.0 51.0 　沖縄県 80.5 50.3 30.3 62.5

育児をして
いる者の有

業率
総数 有業者 無業者 総数 有業者

育児をして
いる者の有

業率

育児をしている 育児をしている

無業者
都道府県 都道府県

図４ 25～44 歳の育児をしている女性の都道府県別有業率－平成 24 年－ 

 

表４ 25～44 歳の育児をしている女性の都道府県別有業率－平成 24 年－ 
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３ 高齢者の就業状況 

(1) 就業状態の推移 

○ 60歳以上の有業率は「60～64歳」で上昇幅が最も大きい 

○ 60 歳以上の就業状態の推移をみると，前述のとおり，平成 24 年以降いわゆる「団塊の世

代」が 65 歳に達し始めたことなどから，有業者は昭和 62 年の 647 万８千人から平成 24 年

には 1267 万４千人へと一貫して増加しています。また，無業者も昭和 62 年の 1288 万人か

ら平成 24 年には 2835 万６千人へと一貫して増加しています。（図５）                                                        

○ 60 歳以上の有業率は,平成４年まで上昇し，９年には低下に転じたものの，19 年，24 年

と上昇が続いています。（図５） 

○ 60 歳以上の有業率を年齢階級別にみると，「60～64 歳」が 59.8％と最も高く，年齢階級

が高くなるほど有業率は低くなっています。平成 19 年と比べると，「60～64 歳」が 1.9 ポ

イントの上昇と上昇幅が最も大きくなっています。（図６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 有業者数及び無業者数の推移（60 歳以上）－昭和 62 年～平成 24 年－ 

図６ 年齢階級別有業率（60 歳以上）－平成 19 年，24 年－ 
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○ 「60～64歳」の有業率を各歳別にみると「63歳」で上昇幅が最も大きい 

○ 60 歳以上の有業率のうち，平成 19 年と比べ，上昇幅が最も大きい「60～64 歳」について

就業状態を各歳別にみると，有業者は「63 歳」が 128 万５千人と最も多く，次いで「62 歳」

が 127 万３千人，「61 歳」が 120 万７千人などとなっています。（表５） 

○ 各歳別に有業率をみると，「60 歳」が 66.8％と最も高く，年齢が高くなるほど有業率は低

くなっています。平成 19 年と比べると，「63 歳」が 3.8 ポイントの上昇と上昇幅が最も大

きくなっています。（表５，図７） 

                                         

表５ 各歳別有業者数及び無業者数（60～64 歳）－平成 19 年，24 年－ 
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図７ 各歳別有業率（60～64 歳）－平成 19 年，24 年－ 

（千人，％，ポイント）

60 歳 61 歳 62 歳 63 歳 64 歳

総数 1,799.8 1,890.9 2,083.3 2,247.1 2,220.3
　有業者 1,202.6 1,206.7 1,273.1 1,284.8 1,153.0
　無業者 597.3 684.2 810.1 962.3 1,067.3
（有業率） 66.8 63.8 61.1 57.2 51.9
総数 2,133.2 1,356.3 1,464.2 1,786.6 1,728.7
　有業者 1,389.9 846.0 845.3 953.2 866.6
　無業者 743.3 510.3 618.9 833.4 862.0
（有業率） 65.2 62.4 57.7 53.4 50.1
総数 -333.4 534.6 619.1 460.5 491.6
　有業者 -187.3 360.7 427.8 331.6 286.4
　無業者 -146.0 173.9 191.2 128.9 205.3
（有業率） 1.6 1.4 3.4 3.8 1.8

　　　　　　　年齢
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平成
24年

平成
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(2) 都道府県別60歳以上の有業率 

○ 60歳以上の有業率が高いのは，長野県，山梨県，静岡県など 

○ 60歳以上の有業率を都道府県別にみると，長野県（36.3％）が最も高く，次いで山梨県

（36.0％），静岡県（34.4％），福井県（34.1％），東京都（34.1％）などの順となってい

ます。 

平成19年と比べると，長崎県，宮城県，北海道など28道県で上昇しています。（表６，

図８） 

 

表６ 都道府県別有業率（60歳以上）－平成19年，24年－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 都道府県別有業率（60歳以上）－平成19年，24年－ 
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平成19年
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全国平均（平成19年）
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全国 30.9 30.7 0.2   三重県 32.4 31.6 0.8
  北海道 27.9 24.8 3.1   滋賀県 31.5 31.5 0.0
  青森県 30.8 28.1 2.7   京都府 30.7 31.7 -1.0
  岩手県 30.9 31.6 -0.7   大阪府 28.8 29.4 -0.6
  宮城県 28.9 25.6 3.3   兵庫県 27.4 27.0 0.4
  秋田県 27.6 26.4 1.2   奈良県 26.6 27.4 -0.8
  山形県 31.1 28.9 2.2   和歌山県 30.4 29.0 1.4
  福島県 29.2 28.7 0.5   鳥取県 30.9 31.2 -0.3
  茨城県 30.8 31.0 -0.2   島根県 33.0 30.2 2.8
  栃木県 32.3 33.1 -0.8   岡山県 30.3 30.4 -0.1
  群馬県 32.5 31.4 1.1   広島県 30.5 30.5 0.0
  埼玉県 31.6 33.1 -1.5   山口県 30.1 30.0 0.1
  千葉県 31.6 32.1 -0.5   徳島県 29.7 27.6 2.1
  東京都 34.1 35.3 -1.2   香川県 31.8 30.9 0.9
  神奈川県 30.8 30.8 0.0   愛媛県 29.0 29.5 -0.5
  新潟県 30.9 29.3 1.6   高知県 30.8 29.0 1.8
  富山県 32.8 32.6 0.2   福岡県 28.1 27.3 0.8
  石川県 32.1 32.5 -0.4   佐賀県 32.6 30.8 1.8
  福井県 34.1 33.3 0.8   長崎県 28.1 24.7 3.4
  山梨県 36.0 35.6 0.4   熊本県 30.0 27.5 2.5
  長野県 36.3 36.8 -0.5   大分県 29.8 29.5 0.3
  岐阜県 33.3 32.8 0.5   宮崎県 31.1 29.2 1.9
  静岡県 34.4 34.8 -0.4   鹿児島県 29.9 28.5 1.4
  愛知県 32.5 35.0 -2.5 　沖縄県 25.4 22.7 2.7

平成24年 平成19年 増減 平成24年 平成19年 増減都道府県 都道府県
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＜内容に関する問合せ先＞ 

 

統計調査部 労働力人口統計室 企画指導第二係（担当：齊藤課長補佐，内藤係長） 

〒１６２－８６６８ 東京都新宿区若松町１９番１号 

電 話：０３－５２７３－１１９０（直通） 

ＦＡＸ：０３－５２７３－１１８４ 

ホームページＵＲＬ  http://www.stat.go.jp/data/shugyou/2012/index.htm 

 

＊「政府統計の総合窓口（e-Stat）」（http://www.e-stat.go.jp/）でも統計データ等の各種情報が御覧いただけま

す。本冊子に掲載されたデータを引用・転載する場合には，出典の表記（例：総務省統計局「平成24年就業構造基

本調査」より引用）をお願いいたします。 

 

就業構造基本調査
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